
狭山市行財政改革指針の見直し
に係る検討状況について
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本市の行財政改革の取組は、事務事業の見直しや効率的な組織づくりを進めるため、昭和６１年度の「狭山市行財政改革大
綱」から始まりました。その後、平成２３年度の「第４次狭山市行財政改革大綱」の策定にまで至り、行財政改革に積極的に
取り組み、その時々の社会情勢や行政ニーズに対応して、必要な改革を実施し、時代に合った行財政運営の実現を図ってきま
した。

特に、第４次狭山市行財政改革大綱では、「新しい公共」という考え方に沿って、市民等との協働を柱の一つに掲げ、協働
ガイドラインを作成するなど、協働事業の推進に積極的に取り組み、平成３１年度には「狭山市協働によるまちづくり条例」
を制定しました。
平成２８年度からは、これまでの大綱の基本的視点を踏まえつつも、「行政を経営する」という視点に立った、「狭山市行

財政改革指針」を策定し、現在まで行財政改革に取り組んでいるところです。

取組の経緯



狭山市行財政改革指針～経営的視点にたった行財政改革の推進～

現在の「狭山市行財政改革指針～経営的視点にたった行財政改革の推進～」

は、平成28年に策定し、６つの「基本的視点」と各視点の「推進項目」を定め、

行財政改革の方向性と取組の枠組みを明確化するとともに、これを根拠として

各年度に「具体的実施項目」を設定し、全庁をあげて行財政改革に取り組む仕

組みを構築してきた。

また、取組状況を行財政改革推進委員会に報告し、行政外部の視点からの意

見等を活かすとともに、市議会への報告や公式ウェブサイトでの公表により行

財政改革の透明性を確保してきた。

＜主な取組＞

・狭山市協働によるまちづくり条例の制定

・「さやまちょこっとなび」などによるシティプロモーション（アワード金賞）

・「行かない窓口」「書かない窓口」の推進

・電子文書化の推進

・使用料と手数料の見直し

・入曽地区子育て支援拠点施設等整備事業

・定員管理指針による定数の弾力的運用と職員の適正配置
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これからの行財政改革

本格的な人口減少社会の到来や、AIをはじめとしたデジタル技術の飛躍的進展などを背景に、持続可能な地域

社会を支えるためには、これまでの効率化や削減を主眼とした行財政改革に加え、市民の利便性の向上やサービ

スの価値向上を重視し、デジタル技術の積極的活用による業務変革を進め、限られた行政資源の中で最適なサー

ビスを将来にわたり提供し続ける行政運営への転換が求められています。
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使いやすくなった待ち時間が短
くなった 必要な支援が受け

られる

市民の利便性の向上やサービスの価値向上

職員の業務効率化
業務変革



現行指針の課題

現在の「狭山市行財政改革指針～経営的視点にたった行財政改革の推進～」は、以下の３つの課題に対応する必要がある。

①策定時と現在の実態の乖離

最終改定から約７年が経過する中で、策

定当初から社会情勢が大きく変化しており、

行政運営に必要な考え方についても変化し

ている。

現在の社会情勢に対応する内容にアップ

デートする必要がある。

現行指針を抜本的に見直し、時代の変化に応じた実効的な運営指針へとアップデートする。

②形式的な管理

「具体的実施項目」による進行管理は、

長年の運用を経て制度として定着した一

方で、報告作業が形骸化し、本来の目的

である「行財政改革」の効果が希薄化し

ているほか、取組の実施自体が目的化す

ることで形式的な管理へと変質している。

③総合計画の横断的推進

これまで総合計画における「計画推進」は、他章と横並びの章とし

て、具体的取組を着実に実施することで総合計画を推進するという位

置付けだったが、第5次総合計画においては、取組の実施に加えて、計

画推進のために各章を支える柱としての役割を担うこととなった。

この役割を具現化するため、見直し後の指針では、各章各施策を横

断的に支える推進基盤としての機能を備える必要がある。

加速する
人口減少・
少子高齢化

デジタル技術
の進展

経費削減から
効果最大化へ

実施自体が
目的化

職員の

事務負担
となる

改善効果
の希薄化
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スマート
シュリンク

行財政改革指針から行政運営指針への見直し（案）
「何を改革するか」から「どう行政を運営するか」に重点を移し、総合計画の将来像の実現に向け、効率的かつ持続可能な行政運営を推進する。

職員の報告に係る事務負担を軽減し、その分の時間
を市民サービス向上・業務改善に充てる

“市民・事業者等とのあらゆる接点におけるやり取り”
と

“内部の業務プロセス”を最適化

最上位計画

総合計画

行政運営ビジョン
「最適なサービスをいつまでも」

第１章 第２章 第３章 第４章 第５章 第６章

行政運営の
目標

行政運営の
推進基盤

❶行動指針
職員一人ひとりが日常業務の中で大切にする考え方・行動の基準

EBPM
デジタル
変革

共創 情報発信 ウェルビー
イング

❷サービス・働き方変革
全庁で取り組むテーマ

社会情勢の変化に応じて見直し、常にアップデート

進行管理

期待する効果 職員の主体的な実践を促進し、組織力を向上

持続可能な行政運営により、
将来にわたり最適なサービスを提供し
続ける

各課の取組
（個別の改善活動）

行動指針を参考に、各課が主体的に

改善・実践

全庁の取組
（サービス・働き方変革）DXアクションプランに基づき、進捗を管理

行政運営指針
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行政運営ビジョン

最適なサービスをいつまでも

限られた行政資源の最適配分とデジタル技術の積極的活用による

効率的かつ持続可能な行政運営のもと、

利用者一人ひとりに最適なサービスを最適なオペレーションで提供し続ける

総合計画の将来像の実現に向け、計画各章を力強く推進していくため、全庁的に目指す目標を掲げる。
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行動指針 01 資源の最適配分
「時代に合わせて行政の姿を最適化する」

人口減少社会において、市民一人ひとりの
幸福度の向上を図るため、変化する社会に合
わせて行政サービスを再構築します。
「スマートシュリンク」の視点に基づき、前
例にとらわれることなく行政資源を最適に配
分することで、次世代に責任を持つ持続可能
な行政運営を推進します。

04 共創の精神
「産官学地域連携で知見と資源を掛け合わ
せる」

民間事業者や地域団体等の多様な主体を
「パートナー」と捉えます。地域の知見や資
源を最大限に活用し、複雑化する社会課題に
対して複眼的な視点で解決策を導きます。

02 根拠に基づく意思決定
「データを集め活用する」

勘や経験だけでなく、データという客観的
な根拠を基に政策を立案・評価します。
なぜその事業が必要なのか、どのような効

果が期待できるのかを論理的に検討し、政策
効果の最大化を図ります。

03 デジタル変革
「未来からの視点で今を築く」

デジタル技術を「使うこと」を目的とせず、
「あるべき未来」を常に描き、そこから逆算
して今なすべきことを選択します。
行政サービスや庁内業務のプロセスそのも

のを抜本的に変革し、住民の利便性向上と職
員の業務効率化をセットで推進します。

06 職員のウェルビーイング
「人が最大の資産と心得る」

職員一人ひとりが心身ともに健康で、やり
がいを感じられる職場環境をつくります。自
らの能力向上に努めるとともに、互いを尊重
し合う組織風土を醸成し、持続可能な行政
サービスの担い手として、誇りを持ちます。

05 透明性と対話
「積極的な発信で信頼を築く」

財政状況や事業の意義を分かりやすく、タ
イムリーに発信します。一方的な情報公開に
留まらず、市民との対話を通じて信頼関係を
深化させ、行政への参画意識を高めます。

総合計画における政策目標を実現するた

め、計画各章を横断する職員共通の行動指

針を示す。

また、当該指針を最新状態にアップデー

トしていくことで持続可能な行政運営を推

進していく。
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サービス・働き方変革
“市民・事業者等とのあらゆる接点におけるやり取り”と“内部の業務プロセス”を最適化することで、“利用者の利便性向上”と“職員の業務効率化”の

一体的な推進により、効率的かつ持続可能な行政運営の実現を図る。

本指針は、その実現に向け、理想とするサービス像を掲げ、全庁で共有するとともに、具体的な取組の計画化（DXアクションプラン）を通じて、全庁的な

変革を推進する。

ＤＸ推進計画

行政運営指針に掲げる「理想とするサービス像」の実現を図るための計画としてＤＸ推進計画を位置付けるとともに、計画推進のための具体的な取組として、ＤＸ

アクションプランを策定し、実効的なサービス・働き方変革に取り組む。

ＤＸアクションプランは、毎年度見直しを行い、社会情勢の変化に対応した推進を図る。
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自治体フロントヤード改革モデルプロジェクトより

サービス・働き方変革（例）
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１

実現に向けた具体的な取組
（アクションプラン）

理想とするサービス像
（行政運営指針）

BPRによる業務効率化・負担軽減

職員の業務負担軽減も同時に行う

対象業務に係る業務時間の

削減を実現

自治体フロントヤード改革



サービス・働き方変革（例）
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2 全国で進む“電話”の自動対応化への動き

「ごみの持ち込み」電話AI対応 IVR（自動音声応答） 京都府京都市愛知県稲沢市



進行管理の見直し
これまでの報告重視の進行管理から、成果・改善重視の進行管理へと見直しを図る。

各課の取組は、行動指針を参考に、各課が主体的に改善・実践を行い、全庁横断的な取組は、サービス・働き方変革のDXアクションプランにより推進していく。

取組の設定

具体的実施項目

実施

報告の作成

繰り返し

各課の取組（個別の改善活動）

行動指針を参考に、各課が主体的に改善・実践

個別の報告書は作成しない

各部署のマネジメントにより推進→人事評価制度を活用

成果は総合計画の施策評価で確認（5年に一度）

全庁の取組（サービス・働き方変革）

DXアクションプランに基づき、進捗を管理

目的（理想とするサービス像）の実現に向けた
DXアクションプラン策定

DXアクションプランを毎年度評価・改善していく

これから

・報告作業に時間をとられる

・改善効果の希薄化
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これまで

すべての取組
が対象


